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分野施策 0302

１　事業概要 ５　事業説明
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　施設での業務の効率化や職場環境の改善を図るため、
生産性向上推進体制加算Ⅰの取得を支援する。
ア　生産性向上伴走支援事業　　　　　 30,000千円
イ　生産性向上支援補助金　　　　　  425,800千円

（１）事業内容
　　ア　生産性向上伴走支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 30,000千円
        生産性向上推進体制加算Ⅰを取得する施設に対して、有識者による伴走支援を行う。

　　イ　生産性向上支援補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  425,800千円
　　　　生産性向上推進体制加算Ⅰを取得する施設に対して、必要となる介護機器の購入費用を補助する。
 
  　＜対象施設＞令和８年度中に生産性向上推進体制加算Ⅰを取得する以下の施設
 　　　　　　　　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院、認知症対応型共同生活介護
　 　　　　　　　（政令・中核市を除く）

（２）事業計画
　　ア　生産性向上伴走支援事業（対象施設10箇所）
　　　　・希望施設に対する説明会の実施
　　　　・有識者が施設に対して現地を訪問し、加算取得に向けた伴走支援を実施
　　　　・伴走支援を受ける施設は、生産性向上支援補助金の対象とする。
　　　　・伴走支援の成果をまとめ、県内の施設に周知する。

　　イ　生産性向上支援補助金　（対象施設20箇所）
　　　　・生産性向上伴走支援事業及び補助金のみを希望する施設に対して、生産性向上推進体制加算Ⅰを
　　　　　取得するために必要な費用の一部を補助する。

（３）事業効果
　　　支援を受けた施設において業務の効率化や職場環境の改善が図られる。
　　　加算取得の事例紹介により、他施設での生産性向上に向けた取組が促進される。

２　事業主体及び負担区分
【内閣府】
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
ア（国10/10・県0）
イ（国4/5・県0）事業者1/5

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.5人＝4,750千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額国庫支出金

決定額 455,800 455,800

現計額 0 0

― 福祉部 21 ―

介護・医療体制の充実

0 455,800

介護人材の確保・定着対策の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 30,000千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 30,000 ― 【内閣府】
社会福祉費補助金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

補助率　定額

合計 30,000 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

委託料 30,000 ― 伴走支援業務委託　30,000,000円

合計 30,000 ―

単位事業名 予算額 425,800千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 425,800 ― 【内閣府】
社会福祉費補助金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

補助率　定額

　

主な内容

事業内訳書

生産性向上推進体制強化事業

生産性向上伴走支援事業

主な内容

主な内容

生産性向上支援補助金



 

 

単位事業名 予算額 425,800千円

　
 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

合計 425,800 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 425,800 ― 介護機器等の購入費補助　21,290,000円×20施設

合計 425,800 ―

生産性向上支援補助金

主な内容

主な内容


